保高第　　１１００　号　
平成２４年１０月　４日　
　（介護予防）通所介護事業所　管理者　様

福岡市保健福祉局高齢者・障がい者部　高齢者施設支援課長

（在宅サービス指導係）
（介護予防）通所介護事業所における生活機能向上グループ活動加算の具体的例示等ついて（通知）

　日頃から，本市の介護保険事業の推進にご協力いただきありがとうございます。

　さて，標記の件については，平成24年4月に創設された加算であり，集団指導において算定要件等について説明していますが，実地指導等において，アクティビティ実施加算（H24廃止）の内容で，生活機能向上グループ活動加算（H24新設）を算定している誤りを多く見受けますので，下記・具体的例示のとおり適切に取り扱うように通知いたします。
記

【生活機能向上グループ活動加算の具体的例示】
〔家事関連活動〕
	衣：洗濯機・アイロン・ミシン等の操作，衣服の手入れ（ボタン付け等）等

食：献立作り，買出し，調理家電（電子レンジ，クッキングヒーター，電気ポット等）・調理

器具（包丁，キッチン鋏（バサミ），皮むき器等）の操作，調理（炊飯，総菜，行事食等），パン作り等

住：日曜大工，掃除道具（掃除機，モップ等）の操作，ガーデニング等


〔通信・記録関連活動〕
	機器操作（携帯電話操作，パソコン操作等），記録作成（家計簿，日記，健康ノート等）


＊ただし，集団的に行われるレクレーションや創作活動等の機能訓練を実施した場合には算定できません。
	【問い合せ先】

福岡市保健福祉局高齢者・障がい者部

高齢者施設支援課 在宅サービス指導係　松田，三宅

〒810-8520　福岡市中央区天神１－８－１
TEL：092－711－4257    FAX：092－726－3328

E-mail:kaigo-shido＠city.fukuoka.lg.jp


【生活機能向上グループ活動加算の算定要件】

　生活機能向上グループ活動加算は，自立した日常生活を営むための共通の課題を有する利用者に対し，生活機能の向上を目的とした活動をグループで行った場合に算定できる。また，集団的に行われるレクレーションや創作活動等の機能訓練を実施した場合には算定できないこと。なお，当該加算を算定する場合は，次の①から③までを満たすことが必要である。

　①　生活機能向上グループ活動の準備
ア　利用者自らが日常生活上の課題に応じて活動を選択できるよう，次に掲げる活動項目を参考に，日常生活に直結した活動項目を複数準備し，時間割を組むこと。

（活動項目の例）

· 家事関連活動

衣：洗濯機・アイロン・ミシン等の操作，衣服の手入れ（ボタンつけ等）等

食：献立作り，買出し，調理家具（電子レンジ，クッキングヒーター，電気ポット等）・調理器具（包丁，キッチン鋏，皮むき器等）の操作，調理（炊飯，総菜，行事食等），パン作り等

住：日用大工，掃除道具（掃除機，モップ等）の操作，ガーデニング等

・通信・記録関連活動

機器操作（携帯電話操作，パソコン操作等），記録作成（家計簿，日記，健康ノート等）

イ　一のグループの人数は六人以下とすること。

2 利用者ごとの日常生活上の課題の把握と達成目標の設定

介護職員，生活相談員，看護職員，機能訓練指導員その他の職種の者（以下この項において「介護職員等」という。）が生活機能向上グループ活動サービスを行うに当たっては，次のアからエまでに掲げる手順により行うものとする。なお，アからエまでの手順により得られた結果は，介護予防通所介護計画に記録すること。

ア　当該利用者が，

(1)要支援状態に至った理由と経緯

(2)要支援状態となる直前の日常生活の自立の程度と家庭内での役割の内容

(3)要支援状態となった後に自立してできなくなったこと若しくは支障を感じるようになったこと

(4)現在の居宅における家事遂行の状況と家庭内での役割の内容

(5)近隣との交流の状況

等について把握すること。

把握に当たっては，当該利用者から聞き取るほか，家族や介護予防支援事業者等から必要な情報を得るように努めること。

イ　アについて把握した上で，具体的な日常生活上の課題及び到達目標を当該利用者と共に設定すること。到達目標は，概ね３月程度で達成可能な目標とし，さらに段階的に目標を達成するために概ね１月程度で達成可能な目標（以下「短期目標」という。）を設定すること。達成目標及び短期目標については，当該利用者の介護予防サービス計画と整合性のとれた内容とすること。

ウ　介護職員等は，当該利用者の同意を得た上で達成目標を達成するために適切な活動項目を選定すること。当該利用者の活動項目の選定に当たってなは，生活意欲を引き出すなど，当該利用者が主体的に参加できるよう支援すること。

エ　生活機能向上グループ活動の

(1)実施時間は，利用者の状態や活動の内容を踏まえた適切な時間とし

(2)実施頻度は１週につき１回以上行うこととし

(3)実施期間は概ね３月以内とする。

介護職員等は，(1)から(3)までについて，当該利用者に説明し，同意を得ること。

3 生活機能向上グループ活動の実施方法

ア　介護職員等は，予め生活機能向上グループ活動に係る計画を作成し，当該活動項目の具体的な内容，進め方及び実施上の留意点等を明らかにしておくこと。

イ　生活機能向上グループ活動は，１のグループごとに，当該生活機能向上グループ活動の実施時間を通じて１人以上の介護職員等を配置することとし，同じグループに属する利用者が相互に協力しながら，それぞれが有する能力を発揮できるよう適切な支援を行うこと。

ウ　介護職員等は，当該サービスを実施した日ごとに，実施時間，実施内容，参加した利用者の人数及び氏名等を記録すること。

エ　利用者の短期目標に応じて，概ね１月ごとに，利用者の当該短期目標の達成度と生活機能向上グループ活動における当該利用者の客観的な状況についてモニタリングを行うとともに，必要に応じて，生活機能向上グループ活動に係る計画の修正を行うこと。

オ　実施期間終了後，達成目標の達成状況及び②のアの(3)から(5)までの状況等について確認すること。その結果，当該達成目標を達成している場合には，当該利用者に対する当該生活機能向上グループ活動を終了し，当該利用者を担当する介護予防支援事業者に報告すること。また，当該達成目標を達成していない場合には，達成できなかった理由を明らかにするとともに，当該サービスの継続の必要性について当該利用者及び介護予防支援事業所を検討すること。その上で，当該サービスを継続する場合は，適切に実施方法及び実施内容等を見直すこと。

【参考】

○アクティビティ実施加算（H24廃止）

　利用者に対して，当該利用者の心身の状態，希望及びその置かれている環境を踏まえて作成された計画に基づき，アクティビティ（集団的に行われるレクレーション，創作活動の機能訓練をいう。）を行った場合は，１月につき所定単位数を加算する。ただし，この場合において，同月中に運動機能向上加算，栄養改善加算，又は，口腔機能向上加算のいずれかを算定している場合にあっては算定しない。
【平成24年度介護報酬改正に関するQ＆A】

平成24年3月16日付，構成労働省労健局高齢者支援課・振興課・老人保健課発出の事務連絡vol.1　より抜粋
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（答）利用者が，選択的サービス終了後も日常で生活上の課題を有しており，生活機能グループ活動サービスの利用が適当を認められる場合は算定できる。
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（答）当該サービスは，1週につき１回以上行うこととしているので，実施しない週が発生した月は，特別な場合を除いて算定できない。

なお，特別な月とは，
1 利用者が体調不良により通所を休んだ場合又は通所はしたが生活機能向上グループ活動サービスを利用しなかった場合

2 自然災害や感染症発生等で事業所が一時的に休業した場合

であって，1月のうち３週実施した場合である。
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（答）１週間を通じて，複数の種類の活動項目を準備することが必要である。
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（答）算定できない。

　生活機能向上グルー活動サービスは，自立した日常生活を営むための共通の課題を有する利用者によるグループを構成した上で，生活機能の向上を目的とした活動を行うものであり，介護職員等は，利用者が主体的に利用でしるように働きかけ，同じグループに属する利用者が相互に協力しながら，それぞれが有する能力を発揮できるように適切に支援する必要がある。要支援者と要介護者では，状態像も課題も異なることから，共通の課題に即したグループの構成が困難なこと，介護職員等が要介護者に対応しながら要支援者にも適切に対応することが困難なことから，当該加算を算定するには，従業者及び利用者を区分する必要がある。
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（答）様式は定めていない。

（問１２４）利用者に対し，選択的サービスを３月間実施し，引き続き４月目から生活機能向上グループ活動加算を算定できるのか。





（問１２５）利用者に対し，生活機能向上グループ活動サービスを１週につき１回以上行うこととあるが，利用者が通所を休む等により，実施しない週が発生した月が選定できないのか。








（問１２６）複数の種類の生活機能向上グループ活動加算サービスの項目を準備するに当たって，１日につき複数種類を準備することが必要なのか。








（問１２７）通所介護における個別機能訓練加算Ⅰ又はⅡと生活機能向上グループ加算のそれぞれの算定要件を満たし，同じ内容の活動項目を実施する場合は，要支援者と要介護者に対し一体的にサービスを提供し，加算を算定できるのか。








（問１２８）生活機能向上グループ活動加算の実施にあたって，予め生活機能向上グループ活動に係る計画を作成することとされているが，具体的な様式は定められているのか。








